





























3.3.1 政治学史から見る 1960 年代を中心とする民主主義論の転換












































































































































































































































1996年 8月 15日の丸山の没後，現在は 10年以上経つことになるが，それ以来これ
までにいっそうの丸山論が世に提出されている（竹内 2005: 19）4．丸山批判はその数
の多さの分，短絡的な批判が多いとされるというのが同じく（他の）丸山論によって度々














































































（中野 1994; 酒井 1994）．そこに内在しているのは「日本」という国家単位への無前提
な固執であり，またそこからは民族主義が必然的に導かれるとし，これらを批判するの






























林 2003: 201-3）．最後に第 3の「全体論的＝国民主義的近代主義」が最初期以来の
丸山の思想であるヘーゲル＝マルクス的な観点である（小林 2003: 203）．「3.0 は
じめに」でも引用したような，個人と国家の今日の全体主義から区別される弁証法的
な全体主義を志向しており，このような国民的一体性の意識を「国民主義」と呼ぶので

















































































































1995; 39; 森岡 2006: 125）また「歴史を分析する上で利用するのは社会学の命題
や理論体系だけではなく，社会学的な方法や概念であり，あくまでも分析対象に即し
17
















歴史学（failed history）」（竹内 1995; 12）となり，歴史学が「理論や方法論が欠如













































































































































































えられるに至る（日高 1980: 78-80; 小熊 2002:295-6）．ここに象徴的な「民主主義」










1983: 253; 小林 2002: 502）．このように，教育は主に高度成長のための教育を試み
ていた．一方，1958年，日教組研集会で，戦後に廃止された「修身」の復活の要望が




教育組合 1958: 624; 小熊 2002: 297）．知識人言論においては，1957年に，加藤
秀俊が『中間文化』にて階級をこえた「単一文化」のもとで，「サラリーマン映画の主人
公」に労働者も農民も近づきつつあることを主張し，「中間的大衆化＝新しい市民層の















は国際派が多数である（大嶽 2003: 7）．1951年 2月に第 4回全国協議会で所感派




1952年 10月の総選挙では，得票率が７％から３％，当選者数 35人から 0人へとなっ
ていく（竹田 2005: 122）．日本共産党の行動は国民の共感を得られなかったのである









































り，委員長に唐牛健太郎が選出された(竹内 2005: 140）．11月 27日の安保改定反
対第 8次統一行動では，安保改定阻止国民会議は国会への集団請願運動をしてい
たところ，全学連が国会に乱入し，国民会議と全学連の軋轢が顕在化することとなっ



















ている(竹内 2005: 219）．さらに，6月 15日の全学連国会デモにおいて 7000人以上
の運動参加者を集めたが，ここで樺美智子の死亡により，市民の同情とともに，さらに
全学連への支持，安保反対への気運が強まることとなる(竹内 2005: 146-8）．6月 18
日には過激派である，全学生主流派（ブント系）が反主流派（日共系）を学生デモ人数
で上回り，指導部はついに統率が取れないまで至る(竹内 2005: 149-51）．しかし，6
月 19日，新安保条約は自然承認される．これらの闘争の結果は 6月 23日，安保新条
約批准書交換，岸首相辞意表明という形で，幕を下ろすこととなった(竹内 2005:








































































に至っていた(竹内 2005: 245）．1964年には，4年制大学進学率 19.7％，1964年な
いし 1969年には 4年制大学もマス段階に至る(竹内 2005: 245）．1966年には，学歴
別新規学卒就職者割合において高校の割合が増えちょうちん型となりはじめるに至る






を行う(小熊 2002: 575）．1968年には，大学生数，4年前の 1.7倍にまでなっていた．
同年 1月，東京大学医学部学生自治会，登録医制度の導入に反対して無期限ストが


























































する（山田 2005: 225）．また，両 3年内での沖縄返還の約束がされる（山田 2005:
225）．しかしながら，1969年には，佐藤・ニクソン首脳会談で沖縄返還が米軍におけ
る極東における役割，日米安保条約の堅持，沖縄を含む日本の防衛努力の強化など


































































は爆発的に普及し，一挙に全世帯の 3/4に到達した（牧田 2002a: 80）．1964年に東
京オリンピックが開催されたが，これもオリンピックの模様を知るのに，新聞・ラジオ・テ




80; 牧田 2002b: 76）．牧田徹雄が当時代のテレビ視聴理論を事実および諸理論に
おいて整理しており，これを時代状況を表すものや社会変容との関連に従って，まと
めておく（牧田 2002a）．これが都市化の進展とも関連し，また「メディア研究」にもつな







1965 ; 牧田 2002a: 80）．1963年で，テレビ受信契約数は 1,515万 3,546で，世帯
あたり普及率は 73.4％に達し，アメリカに次いで世界第 2のテレビ保有国となっている







れた（牧田 2002a: 83）．日本住宅公団は 1955年建設され，当初は年間約 1万戸ほ
















の」（牧田 2002b: 76）．このように，テレビはメディアの 1つとして位置付けられ，その
なかで重要な位置を与えられる．1967年にはテレビ登録台数は 2000万台を越えた
（牧田 2002b: 63）．テレビと並んで重要なのは公衆通信網による双方向の通信手段と
され，具体的には加入電話の普及が挙げられる（牧田 2002b: 63）．加入電話は 1970
年には農村電話も合わせ約 2000万台となった（牧田 2002b: 63）．1970年代に入ると，
メディア研究からは，平野秀秋，中野収『コピー体験の文化～孤独な群集の末裔～』と
いう論考から「情報化社会」研究，また「カプセル人間論」という概念も提出され，若者



















予測する話が登場する（西脇 2004: 138）．1975年，３世代家族，約 16％，クーラー普



























































































しまう．」（奥野 1963b; 山崎 2001: 101）とする．その例が，野間宏『地の翼』『さいころ











































































3.3.1 政治学史から見る 1960 年代の民主主義論の転換
戦後政治学史は代表的な論者によって時期区分されており，阿部斉『現代政治と政
治学』，薮野祐三『先進社会＝日本の政治』，田口富久治『戦後日本政治学史』の 3
書は先行研究としてもよく参照されるものとなっている（木下 2005: 1; 渡部 2006:
135-42）．これらを参照し再整理されたものを見ても同様に，戦後日本政治学史は第 1
期 1945～1960年，第 2期 1961年～1973年頃，第３期 1974年頃以降で概ね分けら





































































































































































て社会党政権の基盤を獲得せねばならないとしていた（空井 2002: 32）．1961年 1
月「今年のわれわれの課題」と題する論考においては，「何でも反対党」という批判を
越えて，体系だった全体的なプログラムを持たなければならないという反省も付け加え
ている（江田 1961: 390-1; 空井 2002: 32）．
このような「構造改革論」に対し，松下はそれを一定に評価した上で，これに「自治体

























































































































――1970 年代と 80 年代における「市民社会」の歴史――
4.0 はじめに















































究所編 1995: 95 ・ 417）．その結果，反インフレ的賃金決定としての経済整合性路線
を定着させ，産別組合の産業政策への関心を高めるとともに，民間労働戦線統一へ








有の大幅賃上げ（民間主要企業平均 28981円，32 ・ 9％の賃上げ）を勝ち取る（神代・


































ろうか，眉唾だった」（松崎 1988; 吉原 1988: 38））と元日経連松崎芳伸専務理事は
当時を回想している．しかし，1975年春闘の賃上げは 13 ・ 1％と日経連のガイドポスト
をも下回ったのである（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 456;吉原 1988: 38;
日本経営者団体連盟 1981）．松崎はこうした結果に対し，「経営 3団体の協力，各経
営の自覚のほかに，労働組合，とくに民間企業労働組合指導者の理解と協力を忘れ
てはならない」（松崎 1988）としている（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 456;
吉原 1988: 38; 日本経営者団体連盟 1981）．
では，その労働組合側の動きをみよう．鉄鋼労連委員長の宮田義二が 1973年 9月






働組合会議（TUC：Trades Union Congress） が提唱した「社会契約論」と呼ばれる主
張を行い注目された（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 457-8）．そして，「大
幅賃上げ」のスローガンははずされ，当初の要求基準は 30％から 27％に引き下げら





批判した（兵藤釗 1978; 神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 457）．第 1次石
油危機後のこの時点には，IMF ・ JC も同盟とほぼ同様の社会契約的立場を表明し，こ
れらが経済整合性を標榜する賃金運動となって展開されていった（神代・連合総合生

































られた（松下 1960: 173-4; 道場 2002: 3-4; 横山 1989: 17）．大衆社会化に対応
し，草の根デモクラシーを育てるべく地域組織や居住者組織の確立が謳われ，またそ
れに支えられた「自治体改革」が結びつくこととなる（松下 1960: 173-4; 道場 2002:












ちなみに，革新自治体の時代は，大矢野修が，第 1期を 1963年の第 5回統一地方
選挙から第 1次オイル・ショックの 1973年頃まで，第 2期をオイル・ショック以降から
























の国籍書き換え問題などである (大矢野 2007: 94)．シビル・ミニマムによる行政計画
では，自治体の責任において，住民の生活基盤，公共施設，公共サービスに公準を



































































られる(寄本 1989; 大矢野 2005: 24)．くわえて，ごみの減量やリサイクルが課題とな
り，地域社会全体を視野に入れ，市民の協力を得なければならないとき，職員による
公務独占をこえた，市民間や所轄間の連携を必要とする新たな専門性の構築が必要


































































































































表・西尾 1983：102 ・ 104）．この認識の下，1979年に内閣総理大臣の諮問機関である
地方制度調査会が提出した第 17次地方制度調査会答申（「新しい社会経済情勢に
即応した今後の地方行財政制度のあり方についての答申」）において，地方分権の推




































大蔵省資金運用部から 1兆 120億円の借り入れをした（新藤 1985：45）．そこから地方
財源不足額は，76年度に 2兆 620億円，77年度に 2兆 7000億円，78年度 3兆 50
58

























拡張する（酒井ほか 2001：65 ・ 68 ・ 79）．
大平政策研究報告のイデオロギー的バックボーンとして，村上泰亮，佐藤誠三郎，公
文俊平の『文明としてのイエ社会』（1979）がある（村上 1979; 佐和ほか 1987：115; 酒

































































































































































































って 89年 4月 1日に退陣する（都築 2006: 71）．リクルート事件は自民党のほとんど
すべての実力者を巻き込んだため竹下内閣の後継はなかなか決まらず，宇野宗佑内
閣が発足したのは 6月 2日であった（都築 2006: 71）．中国で天安門事件が起きたの















1990年 8月 2日，イラクがクウェートに侵攻する（佐々木 1992; 外岡ほか 2001; 岩
波書店編集部編 2001）．これに対し，アメリカは多国籍軍の結成を呼びかけ，28か国
が参加した（都築 2008: 78)．日本にできたことは多国籍軍への資金提供で，計 40





























95年には 1月，阪神・淡路大震災と 3月地下鉄サリン事件が起こる（道場 2005:
147）．ここにおいて「危機管理」論が浮上し，有事体制づくりへと結び付けられる（道場
2005: 147）．村山政権は社会党が反対してきた破防法適用手続きをオウム真理教に











改革，社会保障制度改革，経済構造改革の 5大改革を打ち出す（渡辺 2005: 106）．
66







上げ，実現した（上島 2001: 135; 渡辺 2005: 107）．03年までに赤字国債の発行ゼ
ロ，公共事業投資の 7％削減，社会保障費は自然増も含めて 3000億円増にとどめる
など，歳出の削減目標が規定される（渡辺 2005: 107）．しかし，97年 4月の消費税率
の引き上げと特別減税の終了を受け需要は著しく落ち込み，97年度の実質 GDP成長
率は第 1 ・ 4半期 2.0％，第 2 ・ 4半期マイナス 2.8％，第 3 ・ 4半期 0.8％，第 4 ・４
半期マイナス 0.2％と 4月以降落ち込んだのであった（上島 2001: 136）．さらに 97年
夏以降，アジアの金融危機が経済危機へと発展し，日本の輸出セクターに大きな打
撃を与えた（上島 2001: 137）．そこで輸出セクターは政府に対し，法人課税の引き下





































「日の丸」「君が代問題」にみられる（平石 2006: 15）．②91年 12月「元従軍慰安婦」




起こった（平石 2006: 17)．こうした動きに対し，日本側では 93年 8月 15日の細川首
相による戦没者追悼式での式辞，94年 8月 31日の村山首相の戦後 50年に向けての
首相談話，95年 8月 15日の閣議決定をへた村山首相談話などにより，日本の起こし
た戦争や植民地支配がアジア近隣諸国に与えた被害に対する反省や謝罪の意が表
明された（平石 2006: 17）．他方で，戦後 50年の節目に与党 3党の賛成で採択され
た 95年 6月 9日「歴史を教訓に平和への決意を新たにする決議」に侵略戦争や謝罪
の明記がなかったことや，侵略戦争を認め謝罪した細川首相に対し，自民党議員や
日本遺族会が抗議を示したことからみられるように，ここには戦後日本人の価値観や
歴史観を 2分する根本問題が横たわっていた（平石 2006: 17-8）．96年には「新しい
歴史教科書をつくる会」が結成される（平石 2006: 19）．それは既存保守派とは違い，
国体護持が絶対視されない天皇というよりは国民を主人公とする新たな物語を求める














書をつくる会」をはじめ活発に希求されはじめる（加藤 2005 16,30,39-43,46-7; 都
築 2006: 93）．さらに「市民の物語」としては，オウム真理教の事件にもその欠如の影

























1992年に 167万人を記録してから大幅に減少し，2001年には 6分の 1の 27万人と
なった（厚生労働省職業安定局編 1992, 2001; 小杉 2002: 61）．数が減っただけで
なく大規模事業所やホワイトカラーの求人がとくに減り，質も大きく変わった（厚生労働
省職業安定局編 1992, 2001; 小杉 2002: 62）．それは景気要因もさることながら①
高学歴者への代替と②非正規社員への移行という 2つの構造的要因がある（日経連・





























































する，第 4に NGOなどのグローバルな活動を評価する（井上 2001: 29），となる．
具体的な市民社会の活動には 5つの変化がある（長谷川 2001: 40）．第 1に，98
年 6月の特定非営利活動促進法（いわゆる NPO法）の制定に伴い 2001年 4月末まで
に全国で約 4000の団体が法人格の認証を受けるというように，市民活動の組織化が







キング発表の開始など（長谷川 2001: 47）．第 3に，住民投票が定着しはじめた（長谷
川 2001: 41）．96年 8月 4日新潟県巻町での原発建設是非をめぐる条例にもとづく
日本初の住民投票の実施以降 2001年 5月末までに 11回の住民投票が全国で行わ





























































































































































けに問題を残している（Cohen and Rogers 1995）．シュミッターは，市民が「アソシエー
ション」に投票し，票数に見合う形で，政府から支給されるバウチャー（支払伝票）を通
じて，財政的基礎を保証されるという，バウチャー（政府保証の支払伝票）制を構想す
る（P.Percznski 2001： 79-80； 山口 2004： 249-50）．ペルチンスキは，こうした「関
心のある参加者に力を与える」ことを通じて，「参加」の内容的深化をはかろうとする主
張を「質的参加（qualitative participation）」論と呼び，推奨する（P.Percznski
2001： 82； 山口 2004： 250-1）．
また，「アソシエーティブ・デモクラシー」論が想定する市民社会は，ストリークなどによ
れば，近代以降前提としてきたような国民国家に統合された社会であり，そこでの市民












































































































































































（丸山 1960; 竹内 2005: 220，1）．しかし，同時に丸山は，安保闘争を率いた全学連
81
主流派支持者たちの思想と行動に対し，それは心情倫理であり責任倫理に立つもの

















小林 2002: 502），高等教育もマス段階へと大衆化した(竹内 2005: 245）．1960年
代は学生文化に映画や演劇，漫画，小説，評論領域でのサブカルチャーという「消費
社会」文化が浸透した時代でもあった．特にテレビは 1960年代前半には爆発的に普
及し，一挙に全世帯の 3/4に到達した（牧田 2002a: 80）．また，メディア研究からは，
従来の「官僚制」―「マスコミ」―「大衆」という結びつきが，「管理社会」―「情報環
境」―「カプセル人間」という結びつきに変化する「情報化社会」という概念が考えられ
るようになった（平野・中野 1975; 牧田 2002b: 67）．「カプセル人間」は，「映像や音
響などの情報環境によって形成されたカプセルの内部にいて，自分を外界から遮断
する．他者との関わり合いはカプセルの壁を隔てたドッキングであり，それが彼らのいう
『優しさ』を表現している」（平野・中野 1975; 牧田 2002b: 69）．文学の領域では，平
野謙による「純文学論争」や大岡昇平による松本清張批判が行われていた（花森






1963a; 奥野 1963b; 山崎 2001: 99-101）．
82













































が行われる（井戸 1997：75; 石井 1997: 12; 稲葉 2012）．そこでは国鉄，電電，専
売の 3公社が民営化されたが，地方自治をみると「新々中央集権化」と呼ばれる改革










ライアングル」（小玉 2002: 32）の動揺，第 3に，国民意識や「市民の物語」と公共性
や「市民社会」が問われる，いわば丸山問題の再浮上の時代であった（稲葉 2013）．
リクルート事件と湾岸戦争は，自民党の利益政治の打破を目標とする「政治改革」をも
たらした(都築 2006: 84）．それは社会党の解体にも成功した（道場 2005: 143）．日
本経済は，バブル景気の反動不況の後，1997年を画期として本格的な不況に突入し
た（山家 2005; 毛利 2005: 123）．「社会」の側では，非正規社員の増加の方針を受
け（日経連 1995; 毛利 2005: 127），「家庭・学校・企業社会のトライアングル」が動揺





新たな物語，ナショナリズム問題が浮上する（佐藤ほか 1997; 村上 1999; 750,766;


























































































































（佐々木 1991: 379）「日本の行財政改革の脱政治性」（佐々木 1991: 379）が指摘で
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